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「地域共生社会」とは

子供・高齢者・障害者など全ての人々が地域、暮らし、
生きがいを共に創り、高め合うことができる「地域共生
社会」を実現する

このため、支え手側と 受け手側に分かれるのではなく、
地域のあらゆる住民が役割を持ち、支え合いながら、
自分らしく活躍できる地域コミュニティを育成し、福
祉などの地域の公的サービスと協働して助け合いなが
ら暮らすことのできる仕組みを構築する
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「地域共生社会」構想の全体像、とはいったい何か

・「地域のあらゆる住民が役割を持つ」とする、住民の身近なところで住民が
活躍できる地域づくり。

・「我が事と他人事」・・他人事を我が事として考え方
・「丸ごと」・・・・・・縦割りだけでなく横串も作用させて、すべてを受け入

れる考え方
・やりがいがあって楽しいと思えることがあれば、我が事ということに近づける。
・住民が真ん中になってどんな地域にしていくのかを、福祉関係者以外の人も含
めて話し合っていく。

(出典:後真一郎氏(厚生労働省社会・援護局地域福祉課地域福祉専門官)講演会より)

・少子高齢化・人口減少→地域の存続の危機
・課題の複合化・複雑化
・社会的孤立・社会的排除
・地域の福祉力の脆弱化

地域共生社会とは

地域の現状

平成28年6月に政府の方針「ニッポン一億総活躍プラン」の「介護離職ゼロ
」に向けた取り組みの方向の一つとして、子ども・高齢者・障害者など全て
の人々が地域、暮らし、生きがいを共に創り、「地域共生社会の実現」が方
向付けされました。
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・「どのような地域に住みたいか」を話し合える土壌

・「楽しい」「やりがいがある」取組への地域住民の参加

・「深刻な状況にある人」に対し「自分たちで何かできないか」と思える意識

・「複合課題丸ごと」「世帯丸ごと」「とりあえず丸ごと」を受け止める場がある

・市町村における包括的な相談支援体制

1、他人事を我が事に!（非常に難しい・・・人の気持ち）

・「自分や家族が暮らしたい地域を考える」という主体的、積極的な取組の広がり

・「地域で困っている課題を解決したい」という気持ちで活動する住民の増加

・「一人の課題」について解決する経験の積み重ねによる誰もが暮らしやすい地域づくり

→互いに影響し合い「我が事」の意識の醸成

2、「支え手側」と「受け手側」に分かれない

・地域のあらゆる住民が役割を持ち、住民の身近なところで住民が活躍できる地域づくり

3、「丸ごと」受け止める場や人

・小学校区程度の身近な圏域で、住民が主体的に地域課題を把握して解決を試みる場づくり

・福祉以外に、医療、保健、雇用、司法、産業、教育など多文化共生等多岐にわたる連携体制

地域共生社会

目指す姿とは

「我が事」「丸ごと」の地域づくりのために国では
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（社会保障制度度）

役割の代替
・高齢者
・障がい者
・児童

公的支援の整備・充実

「地域共生社会」を進める背景

昭和
の
時代

家庭
地域
職場

弱体化
高齢化・人口減少・対人希

薄・働き方

個人・世帯＝複数課題
雑化な支援が必要＋

「社会構造・暮らしの変化」

人と人、人と資源が世代や分野を超えつながることで、
住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っ

ていく社会を目指す

該当しな
い法の狭
間が存在

家族の
支え

地域の
相互扶助
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相談できない！
どこに相談すれ
ばいいのか？

地域で抱える諸問題（複合問題）

独居

若年性
非行

障がい者
社会参加

高齢者
徘徊

複数の課題
が多い

公助・共助・互助だけでは・・・・

「それはこ
ちらで
は・・」
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「地域共生社会」を進める背景

＜市民意識調査＞

ー重点化領域ー

◎地域福祉施策の充実・推進

◎高齢者・児童・障がい者福祉

◎医療体制

◎生きがい・雇用

資料：出雲市・印西市
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そもそも「ニッポン一億総活躍プラン」とは

 子供・高齢者・ 障害者など全ての人々が地域、暮らし、
生きがいを共に創り高め合うことができる「地域共生社
会」を実現するとされている。

 地域共生社会を実現していくためには、社会的孤立や社会
的排除といった現実に生じうる課題を直視していくことが
必要である。

 地域の中で共生をしていくことの難しさを踏まえ、 一方
でそれに向けた努力をしていくことが､将来の地域社会、
私たち一人ひとりにとって必要であるという高い理想を
掲げ たい。
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「ニッポン一億総活躍プラン」 （平成 28 年６月２日閣議決定）

●「丸ごと」受け止める場は、地域住民や地区社協、市区町村社協の地区担当、地域

包括 支援センター、相談支援事業所、地域子育て支援拠点、利用者支援事業、社会

福祉法人、ＮＰＯ法人等が考えられる

●小中学校区等の住民に身近な圏域で、住民が主体的 に地域課題を把握して解決を試

みる体制づくりを支援し、2020 年～2025 年を目途に全国展開を図る。

●その際、「社会福祉法人の地域における公益的な活動」との連携も図る。

●共助の活動への多様な担い手の参画と活動の活発化のために、寄附文化の 醸成に向

けた取組を推進する。

●育児、介護、障害、貧困、さらには育児と介護に同時に直面する家庭など、 世帯全

体の複合化・複雑化した課題を受け止める、市町村における総合的な相談支援体制

作りを進め、2020年～2025 年を目途に全国展開を図る。

「具体的な施策」
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１「地域共生社会」の実現 （地域共生社会実現本部ー地域力強化検討会）

子供・高齢者・障害者など全ての人々が地域、暮ら
し、生きがいを共に創り、高め合うことができる「地
域共生社会」を実現する

また、寄附文化を醸成し、NPO との連携や民間資金の
活用を図る

このため、支え手側と 受け手側に分かれるのではな
く、地域のあらゆる住民が役割を持ち、支え合いなが
ら、自分らしく活躍できる地域コミュニティを育成
し、福祉などの地域の公的サービスと協働して助け合
いながら暮らすことのできる仕組みを構築する
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新

https://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-12601000-Seisakutoukatsukan-Sanjikanshitsu_Shakaihoshoutantou/0000150631.pdf
https://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-12601000-Seisakutoukatsukan-Sanjikanshitsu_Shakaihoshoutantou/0000150631.pdf
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２「地域共生社会」の実現に向けた今後の改革の骨格

○ 生活に身近な地域において、住民が世代や背景を超えてつながり、相互に役割を持ち、「支

え手」「受け手」という関係を超えて支え合う取組を育んでいきます。

○ これにより、我が国に暮らす国民一人ひとりが、生活における楽しみや生きがいを見出し、

様々な困難を抱えた場合でも、社会から孤立せず、安心してその人らしい生活を送ることがで

きる社会を実現していきます。

○ 耕作放棄地の再生や森林などの環境の保全、空き家の利活用、商店街の活性化など、地域社

会が抱える様々な課題は、高齢者や障害者、生活困窮者などの就労や社会参加の機会を提供す

る資源でもあります。

○ 社会・経済活動の基盤でもある地域において、社会保障・産業などの領域を超えてつなが

り、

人々の多様なニーズに応えると同時に、資源の有効活用や活性化を実現するという「循環」を

生み出していくことで、人々の暮らしと地域社会の双方を支えていきます。

１．地域課題の解決力の強化

２．地域「丸ごと」のつながりの強化
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２「地域共生社会」の実現に向けた今後の改革の骨格

○ 地域包括ケアの理念を普遍化し、高齢者のみならず、生活上の困難を抱える障害者や子ども

などが地域において自立した生活を送ることができるよう、地域住民による支え合いと公的支

援が連動し、地域を『丸ごと』支える包括的な支援体制を構築し、切れ目のない支援を実現し

ていきます。

○ 住民とともに地域をつくり、また、人々の多様なニーズを把握し、地域生活の中で本人に

寄り添って支援をしていく観点から、専門性の確保に配慮しつつ養成課程のあり方を見直すこ

とで、保健医療福祉の各資格を通じた基礎的な知識や素養を身につけた専門人材を養成してい

きます。

３．地域を基盤とする包括的支援の強化

４．専門人材の機能強化・最大活用
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旧
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共生社会の中で「社会福祉法人等の役割」 地域力強化検討会

○ 社会福祉法人は、

その専門性と地域における信頼感、存在感 を生かし、高齢、障

害、子どもといった対象を問わない相談を行うこと、住まい、

就労等の面で既存の福祉サービスにはない取組を行うこと、地

域における福祉課題への対応について勉強会を行うことなど、

改正社会福祉法で位置付けられた「地域における公益的な取

組」の枠組みも活用しながら、我が事・丸ごとの 地域づくりに

取り組むことを促進するべきである。

社会福祉法人の「地域における公的な取組」は責務・・改正社会福祉法にて提言
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「必要な支援を
包括的に確保す
る」という理念
を普遍化

包括的支援体制
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改正社会福祉法により「地域における公的な取組」が社福の責務とされた

平２８．４
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１．社会福祉法人による「地域における公益的な取組」の推進について

平成 28 年４月から、当該取組 の実施が法人の責務として位置付けられた。

●厚生労働省においては、子ども、高齢者、障害者など全ての人々が地域、暮
らし、生きがいを共に創り、高め合うことができる地域共生社会の実現を目指
し、住民が主体的に地域課題を把握して解決を試みる地域づくりへの支援とと
もに、複合化・複雑化した課題を包括的に受け止める総合的な相談支援体制づ
くりを進めています。

●こうした中、法人においては、これまでに培ってきた福祉サービスに関する
専門性やノウハウ、地域の関係者とのネットワーク等を活かしながら、
「地域における公益的な取組」の実践を通じて、こうした地域づくりと連携し、
積極的に貢献していくことが期待されています。

●このような状況を踏まえ、「地域における公益的な取組」については、
法人が より一層取り組みやすいものとし、もって地域の実情に応じた福祉サー
ビスの 更なる充実を図ることができるよう、当該取組に係る運用について、下
記のと おり解釈を明確化する
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法人は、地域住民が抱える多様な福祉ニーズ（以下「地域ニーズ」という。） に対応するた

め、社会福祉事業の運営を主たる目的として設立されるもので あるが、法人の経営組織や財務

規律に関して必要な規制が行われる一方で、 法人として税制上の優遇措置を受けているほか、

社会福祉事業等の事業費として支払われる介護報酬や措置費、委託費等については、税や保険料

等の公費によって賄われている。 こうした法人の公益的性格に鑑みると、自らが行う事業の利

用者（以下「利用者」という。）の福祉ニーズを的確に把握し、これに対応することのみなら

ず、少子高齢化、人口減少社会等の社会情勢の変化を踏まえつつ、既存の社会保障制度や社会福

祉制度では対応が困難な地域ニーズを積極的に把握し、 地域の関係機関との連携や役割分担を

図りながら、新たな地域ニーズに対して積極的に対応していくことが求められている。 「地域

における公益的な取組」の実施に係る責務は、このような認識の下、 全ての法人に課されるも

のであるが、法人に対して画一的かつ特定の取組の実施を促すものではなく、法人が、保有する

資産や職員（以下「資産等」と いう。）の状況、地域ニーズの内容、地域における他の社会資

源の有無などを 踏まえつつ、その自主性、創意工夫に基づき取り組むべきものであり、当該 取

組の実施を通じて、地域に対し、法人が自らその存在価値を明らかにしていくことが重要であ

る。 一方、法人は、社会福祉事業の運営を主たる目的とすることから、「地域に おける公益的

な取組」の実施に当たっては、社会福祉各法に基づく各種基準 等を満たしつつ、法人が現に運

営する社会福祉事業に支障を及ぼすことのな いようにすることが必要である。

１．社会福祉法人による「地域における公益的な取組」の推進について

１．「地域における公益的な取組」の実施に係る責務の趣旨
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●「地域における公益的な取組」は、「社会福祉事業又は公益事業を行うに 当たって提供され

る福祉サービス」であるが、これは、原則として、社会福祉を目的とする取組を指すものであ

る。 したがって、地域ニーズを踏まえ、公費を受けずに、新たな社会福祉事業又は公益事業を

実施する場合や 既存の社会福祉事業 等のサービス内容の充実を図る場合 等がこの要件に該当す

るものである。

● ただし、地域共生社会の実現に向けた地域づくりを進めていく観点から は、地域住民がそれ

ぞれの立場から、地域社会に参加し、協働していくこ とが重要であることから、行事の開催や

環境美化活動、防犯活動など、取組内容が直接的に社会福祉に関連しない場合であっても、地域

住民の参加や協働の場を創出することを通じて、地域住民相互のつながりの強化を図るなど、間

接的に社会福祉の向上に資する取組であって、当該取組の効果が法人内部に留まらず地域にも及

ぶものである限り、この要件に該当する。

●また、ここでいう「福祉サービス」には、法人の定款に基づく事業として行われるものに限ら

ず、月に１回の行事の開催など、必ずしも恒常的に 行われない取組も含まれる。さらに、災害

時に備えた福祉支援体制づくりや関係機関とのネットワーク構築に向けた取組など、福祉サービ

スの充実を図るための環境整備に資する取組も含まれるものである。

２．社会福祉法人による「地域における公益的な取組」の内容

（２「社会福祉事業又は公益事業を行うに当たって提供される福祉サービス」の考え方について
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２．社会福祉法人による「地域における公益的な取組」の内容

●「地域における公益的な取組」は、「日常生活又は社会生活上の支援を必要とする者」を対

象としているが、これは、原則として、利用者以外の者であって、地域において、心身の状況や

家庭環境、経済状況等により支援を必要とするものを指すものである。

● ただし、地域共生社会の実現に向けた地域づくりを進めていく観点からは、地域の様々な資

源を活用し、現に支援を必要とする者のみならず、現在、支援を必要としない者であっても、将

来的に支援を必要とする状態となった場合に適切に支援につながることができるような環境や

状態を構築するという視点も重要である 。

●したがって 「日常生活又は社会生活上の支援を必要 とする者 」には、 自立した日常生活を

営んではいるものの 、 単身で地域との関わりがない高齢者など、現に支援を必要としていない

が、 このままの状態が継続すれば、将来的に支援を必要とする可能性の高い者も含まれるも の

で あり 、「地域における公益的な取組」には 、これらの者に対する予防的な支援を行う取組も

含まれるものである。 また、直接的にこれらの者を対象としていない場合であっても、地域住

民に対する在宅での介護技術研修の実施やボランティアの育成など、間接的にこれらの者の支援

に資する取組も含まれるものである。

（３）「日常生活又は社会生活上の支援を必要とする者」の考え方について
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２．社会福祉法人による「地域における公益的な取組」の内容

●「地域における公益的な取組」は「無料又は低額な料金」で実施することとしているが、これ

は、原則として、法人が現に保有する資産等を活用することにより、取組の対象者から、通常要

する費用を下回る料金を徴収し、又は料金を徴収せずに実施することを指すものである。 した

がって、当該取組の実施に当たって、国又は地方公共団体から全額の公費負担がある場合には、

この要件に該当しないが、このような場合であっても、法人による資産等を活用した追加のサー

ビスが行われていれば、 この要件に該当する。

●「地域における公益的な取組」は、法人が単独で行わなければならないものではなく、複数の

法人で連携して行うことも差し支えない。 また、単に資金の拠出、建物等、法人が保有する資

産の貸し出しのみでは、当該 取組に該当するとは言えず 、地域ニーズの把握から取組の企画 、

実施までの一連のプロセスに法人の役職員が実質的に関与することが必要である。 さらに、当

該取組については、社会情勢の変化等に伴う地域ニーズの変化に応じて、求められる内容も変化

していくことから、地域協議会や地域福祉計画策定委員会等の場を活用すること等を通じて、定

期的に地域住民等の意見を聴取し、当該取組の実施状況について検証を行った上で、その結果を

踏まえ、必要に応じて取組内容の充実や見直しを行っていくことが 重要である。

（４）「無料又は低額な料金で提供されること」の考え方について

（５)その他
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改正社会福祉法の概要



2018 Copyright© NIHONKEIEI Co.,Ltd. All rights reserved. 24

「地域共生社会」に向けた

全体の取組み
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社会福祉法人を知らせる動きからスタート

体制作り
が主

人作りが主官 民

サービス
作り
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民間側ネット
ワーク

行政側ネット
ワーク
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「受け止める場」 地域包括支援に関わる制度と業務

制度 詳細

★地域包括ケア
システム

・対象を高齢者から全世代・全対象に拡大する方向で、相談支援体制の包括化を推
進するうごきである。

・具体的には、地域包括ケアシステムの枠組み（圏域：日常生活圏域、拠点：地域
包括支援センター、会議：地域ケア会議 等）を基盤としながら、対象を高齢者
以外に拡大する形での包括化が目指されている。

★生活困窮者
自立支援制度

・生活困窮者の自立支援においては、高齢、障がい、子ども等多様な分野に関連す
る相談事例に対し、多様な機関が連携した対応が求められる。

・具体的には、生活困窮者の自立相談支援機関（団体や窓口）と、他の相談支援窓
口を一体的に運用する等の形がある。

福祉機関

・特定の制度・枠組みを基盤とせず、地域における福祉ニーズや実情に応じて包括
化を行う。

・具体的には、地域包括センターや生活困窮自立支援事業以外の新たな拠点、
相談窓口等を核として位置付け包括化を推進するケース、既存の拠点・窓口を活
用しつつ機能的な包括化を行うケース等が挙げられる。
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推進体制要素団体

社会福祉
協議会

市役所

保険・医療
機関

地区福祉委員会

婦人会

市民協議会

学校・PTA

民生・児童
委員

老人クラブ

自治会

地域包括支援
センター

ボランテイァ
社会福祉法人

NPO法人

障がい支援団体

企業青少年指導員

防災委員会 福祉センター

権利擁護団体

地区福祉
活動団体

学識経験者

高齢・障がい・児童
コミュニティー機関

窓口

行政群地域群

相談
支援
機関

地域包括支援センター

「丸ごと受け止める場は地域で協議」
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進行スケジュール

更なる法改正？？

相談支援
包括化
推進員
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その他資料
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用語説明

◎改正社会福祉法（平成３０年４月１日）

◎改正法の附則において、「公布後３年を目処として、市町村における包括的な

支援体制を全国的に整備 するための方策について検討を加え、必要があると認めると

きは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。」と規定。

◎「我が事・丸ごと」の地域づくり・包括的な支援体制の整備

◎地域力強化推進本部・・・・「地域共生社会」の実現に向けて（当面の改革工程）」を作成。

社協に地域力強化推進員配置

相談窓口に相談支援包括推進員

◎生活困窮者自立支援制度（平成２７年４月１日）

◎自立相談支援事業（あなただけの支援プランを作ります）

◎就労準備支援事業社会（就労への第一歩）

◎就労訓練事業（柔軟な働き方による就労の場の提供）

◎一時生活支援事業（住居のない方に衣食住を提供します）

◎住居確保給付金の支給（家賃相当額を支給します）

◎家計相談支援事業（家計の立て直しをアドバイス）

◎生活困窮世帯の子どもの学習支援（子どもの明るい未来をサポート）
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用語説明

◎相談支援包括化推進員の役割

相談支援の包括化の中核を担い、相談支援機能の強化・円滑化を目指す

①相談支援に関する課題の把握

②個別相談に関する支援に取り組むとともに

③相談支援包括化推進会議の運営等を通じ、①、②に関する情報共有や、

④相談支援機能強化に資する資源等の開発推進に取り組むことが考えられる。あわせて

相談支援体制全体を俯瞰し、

⑤相談支援体制の構築・マネジメントも行う。

（市役所・社会福祉協議会・社会福祉法人・一般社団法人・NPO・株式会社）

◎地域福祉計画（社会福祉法第１０７条）

地域福祉計画は、住民に最も身近な行政主体である市町村が、地域福祉推進の主体である住

民や市町村 社会福祉協議会、関係団体等と協働し、要支援者の生活上の課題解決に向けた

福祉サービスや地域の福祉 活動などの支援体制を総合的かつ計画的に整備するとともに、

地域における今後の福祉コミュニティづくりの方針、方向性を住民に示すもの。
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地域力強化検討会議
「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部のワーキングループのこと
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社会福祉法人
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地域共生社会の実現に向けて

社会の背景

・社福に何を求めているか

・住民を巻き込んで

社会福祉法人として

・設立の意義・これからの法人

・住民との関わり

取組みの例

・社会福祉法人

・NPO

・一般社団法人

なにをどう始める（ポイント作り・地域メインとなる行事）
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｢地域の共生社会の実現に向けて」

ー実例集ー
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社会福祉法人の知名度

社会福祉法人経営者協議会より

22

64

14

知っている 言葉だけ知っている 知らない

「知らない」
「言葉だけは」で約８０％
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「丸ごと」を受け止める場（前線基地・メンバー）

地域住民

社会福祉
協議会

地域包
括支援
セン
ター

相談支
援事業
所

NPO法
人

利用者
支援事
業所

地域子
育て支
援拠点

社会福
祉法人

障がい者
支援事業
所

自治体

市
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社会福祉法人の今後の関わり

想定
される
支援

高齢者支援（共生型含む）

生活困窮者支援

ひとり親家庭・多子世帯支援支援

DV婦人保護DV支援

障がい者支援

その他 制度の狭間に対応した支援
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ケア

全世代・全対象型地域包括
ケアシステムも市長村で
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対応するべきターゲット

生活
困窮者
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ひと
り親



2018 Copyright© NIHONKEIEI Co.,Ltd. All rights reserved. 43

DV



2018 Copyright© NIHONKEIEI Co.,Ltd. All rights reserved. 44

DV
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障が
い
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障が
い
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生活
支援
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今後の新たな社会福祉法人の活動
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「コミュニティナース」ご存知ですか？

医師や看護師の採用を手がけていたIT企業との出会いから生まれた。

その企業は、看護師の離職の多さを実感して調査したところ、多様な働きかた

をしたい看護師が多数いると分かった。それを病院側に提案してもなかなか受

け入れられなかった。

活動方針は「機会をつくる」「役割をつくる」「流れをつくる」です。人と
地域をつなぐ企画を考え、住民と積極的に関わって出番を提供し、ルールを
決めて自ら動きます。

The Huffington Post | 執筆者： ハフィントンポスト
日本版編集部
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福祉はゆっくりしていられない ⇒「コミュニティナース出現」

はじめは①行政の支援で開始、②住民サービス事業や企業から委託を受けて行っ

たり、ふるさと納税制度などを活用して持続可能な事業モデルを構築したりでき

ればと思います。

●2018年4月事業化予定。

●2017年度は1地域 → 10年後には100地域

●2000人規模を1地域 → 住民20万人のプラットフォームの形成を目指す

①身近なところに「コミュニティナース」がいる安心感

②例えば、病院では言いづらい家庭の事情や両親の介護のことなどを話せる存在

③地域の理解により、健康や生活に関する不安が少しずつ解消し、まちが健康に

なっていく

看護師は、“人の専門家”や“生活の専門家”とも言われています。まちの人のすぐ

そばで、人々とつながり、長く付き合いながら、専門性を地域で生かし、地域の

健康に貢献していく人が「コミュニティナース」なのだと思います。

The Huffington Post | 執筆者： ハフィントンポスト
日本版編集部
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「社会福祉法人の今後の活動案」 社会貢献⇒公益的取組み（責務）

知名度向上：社福は「施設」で、医療法人は」病院」でしかない（社福認知は２０％現実）

・何をする会社 ⇒ 何をしてもらいたいか（ニーズ）

何ができるか ⇒ 現場に飛び込む

運営：どこまで介入するのか・イニシアティブをとるのか否か（身の丈）

※できれば主体・・・・少なくとも福祉分野はまかせろ

手段：地域・自治体に参加 ⇒ 町会役員・地区団体と協働（できれば役員に）

※福祉委員会は必須・・・そこに参画し自社の強みを公開

高齢・児童・障がい・民生関係と協働（することは山積み）

※小規模法人の連携＝社会福祉法人間の交流の促進

①「社福」の看板・力を明確にし、地域・地区での動きに本腰を入れる

【地域の背景】

行政の現状⇒地域の福祉課題・生活課題 ⇒行政の限界(人・金・真のサポート）

⇒ 民間の出番 ⇒ 民間の福祉組織出番（社会福祉法人：２万社）

・社福が動くように社会福祉法の改正・・・（下地作り）

・現状の本業に精一杯 or すでに行動 ⇒現状様々⇒自法人見直しと準備



2018 Copyright© NIHONKEIEI Co.,Ltd. All rights reserved. 52

福祉法人間の体制作り
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（解決に向けて協働）

複数の仲間

知識のある団体・個人
コラボレーション

自法人
で支援
開始

自法人だけでの充分な対応は難しい

（法人と法人をつなぐ・人と法人をつなぐ）

★自法人独自のケア内容だ！
★サービス・ノウハウ流出？
★我々の動きは企業秘密だ！

支援
要請

●顔が見えない法人は地域と距離ができる
●今後は地域ケアのレベルで見られる

例：和光市とか大東市とか豊中市等、連携で動きのある地区はドンドン活性化

①地域で宝となる存在であるべき
②福祉サービスはもっと先端

法人連携は自法人のレ
ベルアップ

社会福祉協議会と法人
法人と法人・自治体と法
人・団体機関と法人
住民と法人・企業と法人
民生委員と法人 etc

②「協働」＝「集いのタイミング」

自分たちだけで進めない
協力体制・巻き込み

不十分
な
結果
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自法人にはどのような資源があるか

法人資源の棚卸・・（人・物・お金・知識の準備）（２４時間３６５日で何ができるか考える）

③連携・協働の準備

ハード
建物

人

物

民間企業

お金

※我々存在の土壌は地域に有りです。地域を大事にしましょう

通常時の開放・・・地区会合の場・レクの場
福祉避難所・・・ローカ・駐車場・屋上（テント何張り）

得意ジャンル職員の把握・栄養士・看護師
施設のボランテイア数（職業）
利用者の活動可能者数（例：清掃ボラ）
※地域での動きは法人内の業務として扱うというとこまで来ている。

法人機材は地域に貸し出し。工具・はしご・カラオケ・テーブル

企業もコンプライアンスが問われる時代
税金は払うなら、寄付・献金にて貢献したい
ウイン・ウインの関係作り（企業のPR活動につながる場合もある）

社福のお金の出し方には難しい点はあります。今後検討
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地域活動の人たちのコラボレーション

●地域活動で得られる出会いの機会

・法人にとって今まで以上に、様々な人との出会いや関係性が生まれる

●地域の方々との場づくりの工夫

食事・楽しみ・仕事・話し合い・雑談・悩み・自立・遊び・興味・融合・子
供・高齢者・障がい者・交流・学習・物づくり

関わり・・・人と人をつなぐ 人が集まる 人を集める）

集う場の工夫（主催者が工夫）

①自法人での就業の勧誘
②働きたくても直ちに働くことが難しい方の就業のありかたを工夫
③障がい・困窮就労支援としての就業にも積極的に取り組む

①話合いの場は業務ではない（創り出す場はフリー感覚で）
②場作りは始め３人でいい
③パーティー感覚でスタート
※ワークショップ型はダメ（机・もぞう紙・名札・ポストイット・QC・ワールドカフェ）

※できればスタート時に名士の方は・・・
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地域活動により得られるもの

④実情・現状の把握

職員
本来の「福祉事業」

の勉強
・地域の法人の位置
・利用者生活ベース

法人レベル
向上

法人
今後の展開の
イメージ

・新設する場合の公的エリアの設置
・利用者が交わるようなオープン設計
・施設と地域エリアに境が無い設計
・先行投資として何が必要か判断
・運営は法人か地域か

⑤法人のブランディング化構想「生き残れる会社は変化できる会社」

法人の動きで大きく舵を切れば、理念・方針の修正が必要になる場合あり
基本的に地域共生推進の「地域における公益的な活動」は定款の変更は必要なし

法人ブランド 構築
（ブランドは地域・関わる人が決める）

①法人の生い立ち（志）
②その後の行動・行い・時間
③成果
④認知・承認


